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与党が「令和５年度税制改正大綱」決定 

 

12 月 16 日、与党（自由民主党、公明党）は「令和５年度税制改正大綱」を決定した。

同日に国土交通省が発表した税制改正概要によると、鉄道事業者が抱える人口減少など

の構造的課題に対し、持続的発展を図る取り組みとして『ＤＸ（デジタルトランスフォ

ーメーション）投資促進税制の見直し・延長』、ローカル鉄道の事業構造を見直し競争力

を回復する取り組みとして『ローカル鉄道の再構築を実現するための特例措置の拡充・

延長』が盛り込まれた。 

さらに、今年度末で期限切れを迎え、ＪＲ連合が「交通重点政策 2022」に掲げ要望し

てきた『鉄軌道事業者が所得した新造車両に係る特例措置』、『鉄道用車両の動力源の用

途に供される軽油に係る還付措置』、『バリアフリー化によって取得した資産に係る特例

措置』および『耐震補強工事によって取得した資産に係る特例措置』が 2023 年度以降

も延長して適用されることも盛り込まれた。 

一方で、「ＣＮ（カーボンニュートラル）投資促進税制」については、対象となる単位

や設備の要件緩和を要望していたが、“引き続き検討”となり今回の改正は見送られた。 
 

 

この間、ＪＲ連合は各単組や関係機関と協力し税制改正要望の実現に向け取り組んで

きた。本年４月には国土交通省鉄道局への要請行動を実施したほか、11 月には国民民主

党から税制改正要望のヒアリングにも応じるとともに、交運労協を通じた要請や航空連

合・サービス連合との３産別共同行動を通じ、ＪＲ産業の現状を訴え理解と協力を求め

てきた。今回公表された内容は、ＪＲ連合の要望が概ね反映されたものと考える。 

今後、来年１月に開会する通常国会において所要の法案が審議されることから、引き

続きその動向に注視していく。あわせて、今回実現しなかった項目についても継続して

要望し、ＪＲ産業の持続的成長に向け取り組みを強化していく。 


